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１　計画策定の意義 

 

羽村市では自然環境を大切にしながら、日々の“くらし” のなかで、便利さや快適さ

が感じられるまちづくりを進めており、地球にやさしいまちを目指している。この理念

の下、今後も地球にやさしい持続可能な循環型社会を構築するためには、大量生産、大

量消費、大量廃棄に支えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、ごみの減量と資源

の有効活用を促進する循環型社会を形成していく必要がある。そのためには、社会を構

成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していくことが重要である。 

現在、廃棄物処理施設の確保は非常に困難なものとなっている。羽村市が廃棄物の最

終処分場としている東京たま広域資源循環組合二ツ塚廃棄物広域処分場では、燃やせな

いごみの破砕残渣や燃やせるごみの焼却施設である西多摩衛生組合から出る焼却灰を埋

め立てていたが、それらを資源化し埋め立てない対策を講じることで、最終処分場の延

命化を図っている。 

本計画はこのような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律（以下「法」という）第８条に基づいて一般廃棄物の大きな割合を占める容器

包装廃棄物を分別収集するとともに、地域における容器包装廃棄物の３Ｒ（リデュース、

リユース、リサイクル）を推進し、最終処分量の削減を図る目的で、市民・事業者・行

政それぞれの役割や、具体的な推進方策を明らかにし、これを公表することにより、す

べての関係者が一体となって取り組むべき方針を示したものである。 

併せて、プラスチック資源循環法に基づき、製品プラスチックの分別収集及びリサイ

クルを容器包装廃棄物と一体的に推進する。 

本計画の推進により、容器包装廃棄物や製品プラスチックの３Ｒを推進することによ

って、廃棄物の減量や最終処分場の延命化、温室効果ガスの削減、資源の有効利用が図

られ、循環型社会の形成が図れるものである。 

 

２　基本的方向 

 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

(1) ごみ減量の推進 

① ごみの減量と資源化を一層進めるため、発生抑制、再使用、再生利用（３Ｒ）

の啓発活動等により、市民や事業者のごみの減量に関する意識の高揚を図る。 

② 市民・事業者・行政が連携し、三者それぞれの役割を明らかにし、ごみの減量、

資源の有効活用へのさらなる取り組みを推進する。 

 

　(2) ごみの適正処理 

　　　① 市民が分別しやすく、適正なごみ処理ができるよう、さらに分別方法の研究を進

める。 

　　　② 計画的かつ合理的にごみ処理施設の改修等を行い、安定したごみ処理施設の運営

を行う。 

　　　③ スケールメリットを生かした広域的なごみ処理業務等について検討を行う。 
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　　　④「ごみ処理」という観点から「資源管理」という視点への転換を図り、搬入、処

理、搬出の管理を行い、資源物の流れを把握し、脱炭素社会、資源循環型社会の

構築を目指す。 

 

３　計画期間 

 

本計画の計画期間は、令和８年４月を始期とする５年間とし、令和１０年度に見直す。 

 

４　対象品目 

 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無

色、茶色、その他）、飲料用紙製容器、ダンボール、紙製容器包装、ペットボトル、プラ

スチック製容器包装を対象とする。また、プラスチック資源循環法に基づき製品プラス

チックを分別収集の対象とする。 

 

５　各年度における容器包装廃棄物及び製品プラスチックの排出量の見込み　　　　　　　　　

（法第８条第２項第１号） 

 

（単位：ｔ／年） 

 

６　容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 

（法第８条第２項第２号） 

 

容器包装廃棄物の排出抑制の促進を図るため、以下の方策を実施する。 

なお、実施に当たっては、市民、事業者、行政がそれぞれの立場から役割を分担し、

相互に協力・連携を図ることが重要である。 

 

(1) 廃棄物減量等推進審議会 

町内会・自治会代表者、消費生活団体代表者、各種市民団体代表者、市民公募、廃

棄物収集運搬許可業者、行政職員等で組織し、一般廃棄物の減量等清掃事業に関する

重要な事項を審議する。 

 

(2) 廃棄物減量等推進員会議 

分別収集を円滑でより効率的に行うため、必要に応じて町内会・自治会から選出す

 年　度  

項　目
８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

 
容 器 包 装 廃 棄 物 １，５９４ １，５８２ １，５６７ １，５５３ １，５４０

 
製品プラスチック ７９ ７８ ７７ ７７ ７６
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る推進員へ情報の提供や意見の交換等をし、地域での啓発活動の強化を図る。 

 

(3) 資源回収事業助成制度 

町内会・自治会、ＰＴＡ、サークル等の市内の資源回収事業登録団体に対し、回収

量に応じた助成金を交付し、ごみの再資源化と減量を推進する。 

〔助成単価５円／㎏〕 

 

(4) 環境教育・啓発活動 

環境教育の一環として、小学３・４年生を対象とした社会科副読本「わたしたちの

羽村市」に「くらしとごみ」を掲載し、ごみ問題への意識啓発に努める。 

また、市民に対して「まちづくり出前講座」、「ごみ処理施設見学会」等あらゆる機

会を活用し、最終処分場のひっ迫、ごみ処理に要する経費の増加等、ごみ処理に関す

る現状の情報提供をすることで、認識を深めてもらう。 

さらに、ごみの排出抑制、分別排出、再生利用の意義及び効果、ごみの適切な出し

方に関する啓発活動に積極的に取り組む。 

 

(5) 広報・普及活動 

排出抑制を促進するために広報・普及活動として、次の施策を展開していく。 

①　広報紙等への記事掲載及び各種印刷物の作成・配布 

毎月１日・１５日に発行している「広報はむら」に、排出抑制策の実施等に関す

る記事を毎月掲載するとともに、「資源収集カレンダー」を全戸配布し、市民の啓

発に努める。 

②　ウェブページ等による情報提供 

　　市公式サイトにおいて、「資源リサイクルマニュアル」「資源収集カレンダー」｢分

別徹底チラシ｣「ごみ分別動画配信」等の、ごみに関する情報を市民に提供する。 

③　テレビはむらでの広報活動 

ごみ問題に対する市民意識の高揚を図るため、新たに実施する資源化・減量化施

策等を「テレビはむら」で放映し、啓発に努める。 

④　講習会の開催 

ごみの減量化・リサイクル推進の啓発活動の一環として、市民団体から講師を招

いて、生ごみ堆肥化講習会を開催し、市民のごみ減量に対する一層の意識高揚を図

る。 

 

【排出抑制のための役割分担】 

　(1) 市民の役割 

①　ライフスタイルの見直し 

　　　ア　リターナブル容器の積極的な活用 

イ　ものを大切にする心掛け 

　　　ウ　不用品の有効利用及び食品ロス削減への心掛け 

　　　エ　｢ペットボトル｣｢白色トレー｣｢紙パック｣の販売店回収への協力 
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　　　オ　便利さを追求する生活の見直し 

　　　カ　無理なく自分に可能なエコライフの心掛け 

　　　キ　地域のリサイクル活動や啓発イベントへの参加 

　　②　ごみの減量化･リサイクルの推進に適した商品の購入 

　　　ア　使い捨て商品の購入の自粛 

　　　イ　再生資源を原材料とした製品の積極的な購入 

　　　ウ　エコマーク商品等の積極的な利用 

③　簡易包装に対する協力 

ア　簡素な包装の商品の選択 

イ　買い物袋等の持参 

　　　ウ　不要なレジ袋の受け取り拒否 

 

　(2) 事業者の役割 

①　流通・販売段階での簡易包装の推進 

ア　リターナブル容器、再生資源を原材料とした製品の開発及び販売 

イ　リサイクルしやすい容器包装資材の使用 

　　　ウ　簡易包装の推進 

　　　エ　商品の包装に対する自主基準の設定 

②　リサイクル型商品や再生品の普及 

　　　ア　減量化・リサイクルに適した商品の積極的な取扱い 

　　　イ　リサイクル型商品や再生品の積極的なＰＲ 

③　販売した商品の自主回収の促進 

ア　｢ペットボトル｣｢白色トレー｣｢紙パック｣の回収容器の設置 

イ　家具、家電製品、自転車等の販売店回収の拡大 

ウ　売れ残り削減等の食品ロス削減を推奨する取り組み 

 

　(3) 行政の役割 

①　ごみ管理の指導 

ア　ごみと容器包装廃棄物・製品プラスチックの分別区分の徹底 

イ　減量化・リサイクル推進体制の充実 

②　環境づくり 

ア　リサイクル情報の提供 

イ　処理施設・機器の整備 

ウ　食品ロス削減に向けた取り組み 

③　環境教育 

ア　学習機会の提供 

④　ＰＲ活動 

ア　各種媒体やイベントを利用したごみ減量化・リサイクル推進のＰＲ 
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７　分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の

収集に係る分別の区分（法第８条第２項第３号） 

 

最終処分場の残余容量、羽村市リサイクルセンターの処理能力及び再商品化計画等を

総合的に勘案し、分別収集する容器包装廃棄物の種類を下表左欄のように定める。 

また、市民の協力度、羽村市が保有する収集機材、選別処理施設等を勘案し、収集に

係る分別の区分は、下表右欄のとおりとする。 

　(1) 分別収集する容器包装廃棄物の種類と分別の区分 

 

８　各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び

容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込

み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法第８条第２項第４号） 

 

　　　（単位：ｔ） 

 容 器 包 装 廃 棄 物 の 種 類 収集に係る分別の区分

 主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器
空き缶

 主としてガラス製の容器 

　無色のガラス製容器 

　茶色のガラス製容器 

　その他のガラス製容器

空きびん

 主として紙製の容器であって飲料を充てんするた

めのもの（原材料としてアルミニウムが利用されて

いるものを除く）

紙パック

 主としてダンボール製の容器 ダンボール

 主として紙製の容器包装であって上記以外のもの 
雑紙

 主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）製

の容器であって飲料、しょうゆ等を充てんするため

のもの

ペットボトル

 主としてプラスチック製の容器包装であって上記

以外のもの

白色トレー

 容器包装プラスチック

 プラスチック資源循環法に基づき分別収集するも

の
硬質プラスチック

 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

 主としてスチ
ール製の容器 81 80 79 79 78

 主としてアル
ミ製の容器 84 84 83 82 82
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無色のガラス
製容器

(合計)135 (合計)134 (合計)132 (合計)131 (合計)130

 
(引渡量) 

135

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

134

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

132

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

131

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

130

(独自処理量) 

0

 

茶色のガラス
製容器

(合計)67 (合計)67 (合計)66 (合計)65 (合計)65

 
(引渡量) 

67

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

67

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

66

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

65

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

 65

(独自処理量) 

0

 

その他のガラ
ス製容器

(合計)60 (合計)60 (合計)59 (合計)59 (合計)58

 
(引渡量) 

60

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

60

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

59

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

59

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

58

(独自処理量) 

0

 
主として紙製
の容器であっ
て飲料を充て
んするための
もの（原材料
としてアルミ
ニウムが利用
されているも
のを除く。）

17 17 17 16 16

 
主としてダン
ボール製の容
器

348 345 342 339 336

 
主として紙製
の容器包装で
あって上記以
外のもの

(合計) 1,167 (合計) 1,158 (合計) 1,148 (合計) 1,138 (合計)1,128

 
(引渡量) 

-

(独自処理量) 

1,167

(引渡量) 

-

(独自処理量) 

1,158

(引渡量) 

-

(独自処理量) 

1,148

(引渡量) 

-

(独自処理量) 

1,138

(引渡量) 

-

(独自処理量) 

1,128

 
主としてポリ
エチレンテレ
フ タ レ ー ト
（ＰＥＴ）製
の容器であっ
て飲料又はし
ょうゆその他
主務大臣が定
める商品を充
てんするため
のもの

(合計)183 (合計)181 (合計)180 (合計)178 (合計)177

 

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

183

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

181

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

180

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

178

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

177

 
主としてプラ
スチック製の
容器包装であ
って上記以外
のもの

(合計)619 (合計)614 (合計)609 (合計)604 (合計)598

 
(引渡量) 

619

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

614

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

609

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

604

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

598

(独自処理量) 

0
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９　各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び

容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物及び製品プ

ラスチックの量の見込みの算定方法 

 

人 口 推 計　＝　「羽村市一般廃棄物処理基本計画（令和４年３月）将来人口」 
 

   見 込 量　＝　令和６年度の分別基準適合物の収集実績　×　人口変動率 
 
人口変動率　＝　計画年度人口　／　令和６年度人口 

 

 

10　分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

 

　　分別収集は、現行の体制を活用し、下表のとおりとする。 

 

分別収集の実施主体 

 

（うち白
色 ト レ
イ）

(合計)4 (合計)4 (合計)4 (合計)4 (合計)4

 
(引渡量) 

4

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

4

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

4

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

4

(独自処理量) 

0

(引渡量) 

4

(独自処理量) 

0

 
製品プラスチ
ック（プラス
チック資源循
環法に基づく
分別対象物）

(合計)79 (合計)78 (合計)77 (合計)77 (合計)76

 
(引渡量) 

0

(独自処理量) 

79

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

78

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

77

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

77

(引渡量) 

0

(独自処理量) 

76

 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

 ５２，３６９人 

（対令和６年度比） 

９６．５２％

５1，９３３人 

（対令和６年度比） 

９５．７２％

５１，４９７人 

（対令和６年度比） 

９４．９１％

５１，０６１人 

（対令和６年度比） 

９４．１１％

５０，６２３ 

（対令和６年度比） 

９３．３０％

 
容器包装廃棄物等の種類

収集に係る 

分別の区分
収集・運搬段階

選別・保管 

等段階

 

金　　

属

スチール製容器

空き缶

・市による戸別収

集（委託業者） 

・住民等団体によ　

る資源回収

・リサイクル 

センター 

・民間業者
 

アルミ製容器

 

ガラ

ス

無色のガラス製容器

空きびん

・市による戸別収

集（委託業者） 

・住民等団体によ

・リサイクル 

センター 

・民間業者
 

茶色のガラス製容器
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11　分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

 

10に記載のある品目については、下表のとおり市のリサイクルセンターで選別

等の処理、保管を行っている。 

 

分別収集の用に供する施設整備計画 

 
その他のガラス製容器

る資源回収

 

紙　

類

飲料用紙製容器 紙パック

・市によるスーパ

ー店頭または公

共施設拠点回収

（委託業者） 

・住民等団体によ

る資源回収
・民間業者

 
ダ ン ボ ー ル ダンボール

・市による戸別収

集（委託業者） 

・住民等団体によ

る資源回収

 
その他の紙製容器包装 雑紙

 

プラ

スチ

ック 

ペットボトル ペットボトル

・市によるスーパ

ー店頭または公

共施設拠点回収

（委託業者） 

・市による戸別（委

託業者）

・リサイクル 

センター

  

 

白色発泡スチロー 

ル製食品トレー
白色トレー

 

・市によるスーパ

ー店頭または公

共施設拠点回収

（委託業者） 

 その他のプラスチック製 

容器包装

容 器 包 装 

プラスチック

・市による戸別収

集（委託業者）

 
製品プラスチック

硬質プラスチ

ック

・市による戸別収

集（委託業者）

・リサイクル 

センター

 分別収集する容器 

包装廃棄物の種類

収集に係る 

分別の区分
収集容器 収　集　車 中 間 処 理

 スチール製容器
空き缶 任意の容器

２ｔ 

平ボディ車

リサイクルセ

ンター  アルミ製容器
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12　その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

 

(1) ごみの減量とリサイクル意識の高揚 

①　ライフスタイルの見直し 

　　ごみの減量とリサイクル意識の高揚については、市民一人ひとりができることや

行うべきことであり、実行していく必要があることから、市民は、便利さを追求す

るライフスタイルを見直し、ごみになるものや、ごみになるものを多く含む商品を

購入しないよう啓発する。 

　　さらに、不要なレジ袋はもらわない、過剰包装は断る等、無理のない範囲で、実

現可能なエコライフの心がけを継続していくよう啓発していく。 

②　環境教育の充実 

ごみの減量とリサイクル意識の高揚は、年少期からの教育が重要であることから、

施設見学等を活用し、児童・生徒への環境教育を実施する。 

 

（2）資源ごみの分別の徹底 

①　マナーを守れない市民の意識改革 

リサイクルセンターにおける分別作業のＰＲならびに意識改革のため、現地へ出

向き、直接市民に対して分別の徹底を呼びかける。 

②　集合住宅への排出指導 

集合住宅の管理者や家主への巡回の要請等、管理者責任についての指導を行っていく。 

 無色のガラス製容器

空きびん  茶色のガラス製容器

 その他のガラス製容器

 
飲料用紙製容器 紙パック

拠点回収 

ボックス ２ｔ 

平ボディ車 

パッカー車

民間業者  
ダ ン ボ ー ル ダンボール

ひもで 

束ねる

 その他の紙製容器包装 雑紙 紙　袋

 

ペットボトル ペットボトル

拠点回収ボ

ックス及び

任意の容器

２ｔ 

平ボディ車

リサイクルセ

ンター
 

その他のプラスチック

製容器包装

白色トレー
拠点回収 

ボックス

２ｔ 

平ボディ車

 容 器 包 装 

プラスチック
任意の袋

２ｔ 

パッカー車

 

製品プラスチック
硬質プラスチ

ック

任意の容器 

任意の袋

２ｔ 

平ボディ車 

パッカー車

リサイクルセ

ンター
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(3) ごみ処理経費及びごみの減量・ごみの分別のＰＲ 

①　｢広報はむら｣等の活用 

｢広報はむら｣でのコーナー化、｢市の掲示版｣や｢回覧版｣の活用、｢まちづくり出

前講座｣の実施、「資源収集カレンダー」の全戸配布等、市民への周知を強化し、ご

みの減量、再生品利用の促進等について、継続的な啓発活動を実施していく。 

 

(4) ごみ減量のための体制づくり 

①　事業所への指導及び情報交換 

市では、｢羽村市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例｣に基づき、事業用

大規模建築物の所有者に対し、廃棄物管理責任者の選任を義務付けるとともに、減

量及び再利用計画について、毎年計画書の提出を求めている。 

　また、立入検査指導及び情報交換を行う。 

 

（5）中間処理施設の整備 

　　　資源ごみの今後の見込量は、羽村市の人口が減少しているものの横ばいの排出量が

見込まれている。これらを処理するリサイクルセンターの施設・設備は、重要な役割

を担っていることから、この施設・設備を適正に維持管理するため、施設・設備の長

期的な改修計画を具体的に立案し、計画的な整備を図っていく必要がある。


